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■ 町内会に関する条例
市長は1期目の公約で、町内会への加入促
進に向けた条例の制定を掲げており、2期

目においても引き続き取り組むとしています。1
期目の検討状況を振り返ると、条例制定により、
本市が町内会に対してどのような姿勢で向き合
い、支援を行うのか、その結果、町内会が抱える
課題がどのように解決されていくのかといった条
例制定のメリットを地域と十分に対話できていな
かったことが地域への理解が広まらなかった要因
の一つではないかと感じています。条例の制定に
向けて、市長はどのように進めていこうと考えて
いますか。

人口減少、少子高齢化が進展する中、住み
慣れた地域で安心して暮らし続けられるた

めには、町内会が地域コミュニティーの核として
維持·存続していくための支援が必要と考えてい
ます。条例の制定については、素案の見直しに加
えて、実効性のある取り組みを提示して議論を進
めていく必要があるため、まずは、町内会支援に
つながる施策について整理·検討していきます。
具体的には、これまで町内会から、担い手不足、
除雪、ごみなどに対する支援を求める声が寄せら
れているため、町内会への加入促進にとどまら
ず、町内会活動の負担の軽減につながる支援も含
めて、庁内横断的な検討を開始しています。今後
は、町内会をはじめ地域の方々の意見を聞きなが
ら、条例の制定にしっかりと取り組んでいきま
す。

■ 児童虐待防止対策
本市では、6月の2歳女児死亡事案を受け
て緊急対策本部を立ち上げたほか、今回の

事案について検証する検証委員会を設置し、今
後、このような痛ましい事案が二度と発生しない
よう取り組みを進めています。本年6月の児童虐
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■ 札幌駅交流拠点構想

現在、パブリックコメントを実施中の「札
幌駅交流拠点北5西1·西2地区再開発基本

構想（案）」における札幌駅バスターミナルの
再整備計画では、北5西2街区は市内路線バス中
心、北5西1街区は都市間バス中心と、両街区を
広く占拠する形でバスターミナルを配置するこ
ととしています。しかし、両街区は都心の一等
地であり、特に北5西2街区は、集客性の高い商
業施設などを配置することで札幌の顔としての
風格や魅力を高めるとともに、多様なにぎわい
が創出され、大きな経済効果も期待できる極め
て重要な街区です。
　そこで、札幌駅前のにぎわいづくりの観点か
らは、バスターミナルが両街区を広く占拠する
本案以外にも、バスターミナルの北5西1街区へ
の集約や創成東エリアの活用なども検討可能と
考えられますが、北5西2街区の施設配置につい
て、どのように考えていますか。

基本構想案では、2階フロアレベルを活用
して、南口駅前広場から西2丁目、西1丁

目まで連続するにぎわいの空間を、一体的に整
備する方針です。バスターミナルについては、
各交通機関との乗り継ぎの利便性やバス運行ル
ートの効率性などの観点から、複数案の比較検
討をした中で、北5西1・西2街区それぞれに配置
することを基本としています。北5西2街区にお
いては、バスターミナル機能との調和を図りつ
つ、道都札幌の玄関口としてふさわしいにぎわ
いの創出が図られるよう、具体的な施設配置の
検討を深めていきます。
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市政を問う！
～代表質問から～

6人の議員が、市政について
市長などに質問しました。
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待防止法の一部改正においても、一時保護などの
介入機能と家族再統合などの支援機能の分離の必
要性が示されました。
　このたび、本市は10月１日付けで、児童相談
所の介入機能の初期調査を担当する部門に緊急対
応担当部長と緊急対応担当課長を新設することを
発表しましたが、新設の意図と、実際の取り組み
についてはどのよう考えていますか。また、6月
に発生した事案に関する検証委員会からは、体制
に関する提言も出てくるものと思いますが、今後
の体制強化の進め方について、どのように考えて
いますか。

6月に発生した事案を受け、48時間ルール
への対応を強化する必要があることや、緊

急対応が必要な通告案件が増加している現状を踏
まえ、進行管理を確実に行う体制の整備が急務と
判断しました。新たな体制のもと、虐待通告に対
し、児童の安全確認やリスク評価をより一層徹底
し、迅速かつ的確に対応していきます。また、早
期に対応が必要な体制強化については、検証委員
会における議論と並行して検討を進め、なるべく
早く実現していきます。

■ 札幌振興公社に対する今後の指導
8月24日に発生した藻岩山ロープウェイの
事故について、札幌振興公社が安全確認を

不十分なまま運行を再開し、事故原因の検証が
10日後となったことや、けがをされた方が7名い
たことの報告が遅くなったことについて、わが会
派としては大変な憤りを感じています。
　通常であれば、事故があった時点で以後の運転
を取りやめ、原因究明に当たるのが事業者として
取るべき姿かと思いますが、そのような安全確保
に向けた対策は実施されず、安全管理体制がどう
だったのかに大きく疑問が残ります。また、事故
の報告が遅れたというだけではなく、その後の運
行に関する周知も当初ホームページだけの周知に
とどまり、運休を知らずに山麓駅まで来た多くの
観光客ががっかりして帰っていったと聞いていま
す。
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　観光を産業の柱に据える本市にとって、今回の
対応は大きな課題が残ったのではないかと考えま
すが、本市は札幌振興公社に対し、今後どのよう
に改善を指導していきますか。

藻岩山ロープウェイは、本市を代表する観
光資源であり、年間70万人を超える利用

客があることから、その運行は安全性の確保が最
優先だと認識しています。今回の事故は、定期点
検時の確認や事故報告の遅延、観光客への情報提
供の不徹底などに課題があったと考えており、引
き続き、運行管理体制の強化や、より丁寧な観光
客対応について万全を期すよう指導を徹底してい
きます。

■ 観光施設が利用できない場合の対応
今回、藻岩山ロープウェイが事故により運
休し、それが観光客に伝わらなかったとい

うことが課題となりましたが、このような事態は
再度、何らかの理由で起こることも想定されま
す。他の市有施設や民間施設でも同様なケースが
起こりえることから、外国人観光客も含めて観光
施設が見学できないことを事前にどのように伝え
ていくのか検討が必要だと考えます。本市の観光
施設が利用できなくなった場合、どのように対処
していきますか。

何らかの事情により観光施設を休止しなけ
ればならない場合には、利用者に対し、的

確な情報をできるだけ速やかに、かつ、幅広く伝
えることが極めて重要だと考えています。今後、
そうした場合には、ホームページやＳＮＳ、観光
案内所など札幌市が持つさまざまな発信手段を活
用するとともに、宿泊事業者や交通事業者との連
携をさらに強化するなど、多言語対応を含めたき
め細やかな対策を講じていきます。
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に、土日開庁や時間延長などの取り組みを行い利
便性向上に努めていますが、混雑期以外の区役所
窓口についても、ＩＣＴなどを活用し、利便性の
向上を考えていく必要があると考えます。例え
ば、住所異動をした際、それに併せて医療保険や
介護保険など制度ごとに窓口手続きが必要となり
ますが、高齢者や子どもを連れている方、歩行が
負担になる方にとって、窓口間の移動は大変で、
それぞれの窓口で書類を書く手間が負担になって
います。行政サービスの高度化、市民サービスの
質の向上という視点で、今後、区役所窓口の利便
性向上にどのように取り組んでいきますか。

区役所の窓口には、住所異動や各種福祉サ
ービスの手続きなど多くの市民が訪れるた

め、その利便性向上を進めていくことはとても重
要な課題だと認識しています。待ち時間の短縮や
届け出書類の簡素化、関連する手続きの一括対応
など、市民がその効果を実感できることが大切で
あり、他都市や民間事業者の先進事例を参考にし
ながら、効果的な取り組みとなるよう検討を進め
ていきます。

■ 全国レベルの招致機運の醸成
冬季オリンピック·パラリンピック招致実
現のためには、現在本市が行っている市民

対話事業に加えて、全国レベルの招致機運の醸成
を図っていくことも非常に重要です。東京2020
大会招致は、国、スポーツ界、経済界、都議会な
どが一致団結して招致活動を展開した結果、招致
機運が高まり実現に結びついたといえるものであ
り、本市の2030年大会招致においても、関係者
が一丸となって立ち向かっていかなければなりま
せん。
　本年6月の国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）
総会後の記者会見において、バッハ会長からは

■ 都心アクセス道路
本市では、都心アクセス道路の検討を進
めるに当たり、昨年11月に市民を対象に

したパネル展示や職員が意見·質問を受け付ける
「オープンハウス」を開催し、市民からさまざま
な意見が寄せられました。また、今後国による地
域意見聴取の結果が公表される予定です。
　この計画は都心部で行われるこれまでに例のな
い大型事業であり、工事期間も長期にわたること
が予想されることから、市民の協力なしでその実
現は困難です。市民の協力態勢の構築に向けて、
整備案の決定プロセスにも市民意見を取り入れる
とともに、本市が主体的に地域へ情報提供を行う
ことが必要だと考えます。
　これまでの取り組みで、市民への情報提供が不
足しているとの声があり、より丁寧な説明や情報
提供が求められると考えますが、本市は地域意見
聴取の結果公表を受け、今後市民への情報提供を
どのように行っていきますか。また、把握した市
民の意見をどのように反映させていきますか。

市民への情報提供の取り組みについては、
昨年に引き続き、北区や東区、都心部でオ

ープンハウスを開催する予定であり、国と協議の
上、共同で実施したいと考えています。オープン
ハウスでは、アンケートなどの集計結果の公表に
加えて、景観や沿道環境への影響などについて、
できるだけ詳細な検討状況を示すこととし、ここ
で把握した市民意見は国、道、市で共有したいと
考えています。市民意見の検討への反映について
は、後日開催される国の第三者委員会において、
それらの市民意見を十分に踏まえた審議が行われ
る予定です。

■ 区役所窓口の利便性向上
市長は公約で「わかりやすく時間のかから
ない窓口」を目指すと掲げていますが、こ

うした視点は非常に重要だと考えます。特に区役
所は、市民サービスの質を実感する接点であり、
市民生活に密接に関わる手続き窓口です。これ
までも区役所では、転入·転出届が集中する時期

公明党

好
よし

井
い

七
なな

海
み

議員

Q

Q

Q

A

A



6さっぽろ市議会だより　No.124

「札幌とは今からでも対話を開始することができ
る」との強い発言があり、本市への期待が感じら
れます。今こそ招致機運の盛り上げを一段と加速
させ、ダイナミックな招致活動が必要だと考えま
すが、今後、全国レベルの招致機運の醸成をどの
ように進めていきますか。

現在進めている市民対話などの取り組みに
より市民理解を得ながら、関係自治体や経

済界、競技団体などと共に地元の機運を高め、大
会招致に向けた意志を内外に強く示していきま
す。また、国に対し、2030年大会招致を国家プ
ロジェクトと位置付けてもらうことを、引き続き
要望していきます。
　その上で、東京2020大会の機会に首都圏に多
くのスポーツ関係者が訪れることから、日本オリ
ンピック委員会（ＪＯＣ）と共に、本市の招致の
取り組みやスノーリゾートとしての街の魅力など
を発信することで、オールジャパンによる招致に
つなげていきます。

■ 社会で支え合う引きこもり支援
本市では、平成30年度に引きこもりに係
る実態調査を実施し、15歳から64歳まで

の引きこもり当事者が約2万人との推計値を示し
ました。引きこもり当事者の親は、子が外に出な
いことを恥じ、その存在を外部から隠そうとする
傾向があるといわれています。高齢になった親に
何かがあった時に初めて引きこもりの子の存在が
明らかとなり、事態の深刻化を招く要因ともなっ
ています。
　今後、当事者や家族が周囲に助けを求めやすい
環境をつくるため、引きこもりに対する意識を変
える取り組みなど、社会の中で支え合う支援がま
すます求められると考えますが、昨年度の調査結
果やこれまでの施策を踏まえ、どのような考えで
取り組みを進めていきますか。

これまで、「ひきこもり地域支援センタ
ー」の設置や、当事者や家族同士が交流で

きる居場所「よりどころ」の開催などを行う一
方、実態調査などから、声を上げづらい当事者や
家族が地域で孤立せず、支援につながる一歩を踏
み出しやすい環境を整えることが重要だと改めて
認識しました。これまでも、引きこもりに関する

理解を深めるさまざまな取り組みを実施している
ところですが、引き続き、当事者や家族が支援を
求めやすい社会意識の醸成に取り組んでいきま
す。

■ 道警による強制排除問題
参院選で本市に来た安倍首相の街頭演説
で、「増税反対」などと声を上げた市民や

プラカードを掲げようとした市民が多数の警察官
に取り囲まれ、腕をつかまれて排除されるという
事態に対し、抗議と批判の声が上がっています。
今回の北海道警察の対応は、事前の声掛けもな
く、多数の警察官が一気に取り囲み、有無をいわ
せず強制排除するというもので、組織的に行われ
たものだと思われます。
　これらは、市民の言論、表現の自由を侵害し、
時の権力の意に沿わないものは強制排除するとい
うもので、民主主義の根幹を揺るがすとともに、
「不偏不党且つ公正中正」で「個人の権利及び自
由の干渉にわたる等その権限を濫用することがあ
つてはならない」という警察法2条に反するもの
だと考えますが、いかがですか。

このたびの事実関係や経緯について現時点
では不明ですが、一般論として、警察の活

動は法律に基づき、不偏不党かつ公平中正に行わ
れることが重要だと認識しています。

■ 市民への情報提供の在り方
現在都心アクセス道路は4案が示され、国
の計画段階評価が進められていますが、市

民から「わずか8分の短縮のために1,000億円も
かける必要があるのか」などの意見も聞いていま
す。
　そのような状況の中、先日示された北5西1・
西2街区の再開発基本構想案には、北5西１街区
のバスターミナルの都市間バス出入り口を創成川
通に配置して「都心アクセス道路との連携を図り
ます」と明記されていました。
　まだ決定されておらず、市民からさまざまな意
見が出ているにもかかわらず、都心アクセス道路
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■ 札幌国際芸術祭の効果検証
過去2回の札幌国際芸術祭において、本市
では、外部有識者による企画評価という包

括的な評価に加え、来場者数や経済波及効果とい
った定量的な測定を行ってきました。
　しかし、企画評価は評価者の主観によるところ
が大きく、評価をいかようにも解釈できる上、定
量的測定もその数値把握の正確性や妥当性に疑問
が残ります。特に次回は、雪まつりのような大規
模イベントと同時期に開催し、各イベントとの連
携を検討しているとのことですが、適切に効果測
定をするためには、他のイベントによる効果まで
安易にカウントしないようにするなど、十分な配
慮が必要だと考えます。次回の芸術祭終了後の効
果検証は、どのように取り組んでいきますか。

国際芸術祭の効果検証については、定量的
な評価と定性的な評価について、それぞれ

の特性を踏まえ、両面から行い、目的の達成につ
いて検証すべきものと考えています。経済波及効
果を含めて、芸術祭の効果をどのように検証する
のか、類似したイベントの手法や専門家の意見な
どを踏まえつつ、客観性を保つため外部機関に調
査を委託することも含めて、しっかりと取り組ん
でいきます。

■ パートナーシップ排雪制度
パートナーシップ排雪制度を利用するた
めの地域支払額は近年急激に上昇してお

り、一部の地域ではイベントや町内会活動を制
限するなどして、何とか利用しているのが実態
です。そのため、本市では制度維持のため排雪
費低減に向けた実証実験を行っており、住民へ
のアンケートで、排雪量を抑え支払額を軽減し
た排雪断面を選択できることについて6割の方
から賛同が得られたとしています。しかし、昨
年の冬は記録的に雪が少なかったため検証が十
分とはいえず、実験の地域報告会などでは疑問
や不満の声が上がっていたと聞いています。さ
らに、除雪事業者からは、実験での複雑な作業
により現場の管理に苦労したとの声も聞いてお

の建設があたかも決まったかのように再開発基本
構想案に書き込むというのは、市民への情報提供
の在り方として問題があると考えますが、いかが
ですか。

北5西1・西2街区の整備では、バスターミ
ナルの再整備などによる交通結節機能充実

の観点から、都心アクセス道路などの検討状況を
踏まえることが重要です。そのため、基本構想案
では、都心アクセス道路の計画段階評価の手続き
が進められていることを明記しました。

■ 旧白石区役所跡地利用
旧白石区役所跡地は、1972年の区役所開　　
設以降、長年住民に親しまれてきた場所であ

ることから、売却して民間活用するのではなく、市
民に有益な活用をするべきです。
　住民からは、白石区にあるポプラ若者活動センタ
ーが他区の同施設と比べて狭く設備が不十分である
ため、この跡地に建設してほしいとの要望が出てい
ます。一方、本市では度重なる児童虐待事件があ
り、第二児童相談所の設置を検討しているところで
す。
　そこで、児童から若者までさまざまな問題や悩み
を抱えている人々が相談でき、支援を受けられる場
所として、第二児童相談所と若者活動センターなど
を併設する複合的施設を設置することが、旧白石区
役所跡地の活用として市民に有益であると考えます
が、いかがですか。

旧白石区役所跡地については、区の拠点と
して公的利用がされてきたことなどを踏ま

えながら、地域の活性化への貢献やこの土地が持
つ価値の発揮などのさまざまな視点から、引き続
き利活用に向けた検討を進めていきます。
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り、施工側の体制の整備や作業効率の検証も必
要だと考えます。
　本市が行った、町内会など実験実施団体の役
員や除雪事業者へのヒアリングはどのような結
果でしたか。また、制度の維持に向け、今後ど
のように取り組んでいきますか。

町内会など、実施団体役員との意見交換で
は、地域住民へのアンケート結果と同様

に、排雪断面を選択できることについて賛同の意
見が多かった一方、暖気によるザクザク路面を心
配する声もありました。また、除雪事業者から
は、「排雪断面を変えたことで現場管理に手間が
かかったことから、実態に即した作業効率の検証
が必要」との意見が寄せられました。今後の本格
運用に向け、これらの意見を踏まえてより的確に
実態を把握する必要があると考えており、本年度
は実施団体を増やして実証実験を継続し、さらな
る検証を行っていきます。

■ 子どもの貧困対策
市長は、子どもの貧困対策を1期目の重
点課題の一つと位置付け、2018年3月に

「札幌市子どもの貧困対策計画」を策定するとと
もに、子どもの貧困対策を総括する「子どものく
らし支援担当課」を新たに設置しました。計画初
年度は、子どもやその家庭が抱える困難を早期に
把握し、必要な支援につなげるための「子どもコ
ーディネーター」を新たに配置するなど、本格的
な取り組みが始まったところだと思います。今後
は、子どもの貧困対策において中心的存在となる
「子どもコーディネーター」のさらなる育成やレ
ベルアップが求められると考えますが、子どもの
貧困対策計画の初年度の取り組み状況はいかがで
したか。また、現状の課題をどのように認識し、
それを踏まえて今後どのように取り組んでいきま
すか。

本計画の初年度においてさまざまな取り組
みを進めており、特に、子どもコーディネ

ーターについては、子どもの居場所に積極的に出

向き、地域の関係者とのつながりが構築されてき
たところです。一方、取り組みを通じ、困難を抱
える子どもや家庭が社会的孤立の傾向にあり、外
から見えにくい養育環境や学習環境などの困難
を、いかに早期に発見し、必要な支援につなぐか
が課題だと再認識しました。
　今後、本計画に掲げる各施策を着実に進めると
ともに、子どもコーディネーターが中核となっ
て、さまざまな関係者や支援機関と密接に連携し
ながら、地域全体で重層的に子どもを支えるネッ
トワークを充実させていきます。

■ 障がい当事者や事業所などからの声の把握
本市が策定した障がい者プラン2018で
は、全ての障がいのある人たちが、地域で

安心して生活していくことができるよう、さらな
る障がい者施策の充実に向けて取り組みを進める
としており、重度の障がいのある方についても、
支援の充実を検討するとしています。
　重度の障がいのある方が地域で生活していくた
めには、さまざまな障害福祉サービスを利用する
必要があり、市内でこれらのサービスを提供する
事業所は年々増加していると聞いていますが、重
度の障がいのある方の受け入れは事業所側の設備
や適切な人員配置、高度な専門性などが求められ
ることから、利用できる事業所は一定程度限定さ
れています。
　さらなる支援のためには、障がいのある方を取
り巻く状況を十分に把握することが必要と考えま
すが、障がい当事者や事業所など、関係する方々
の声をどのように把握していきますか。

障がい者プランの見直しを検討するため、
本年度、障がいのある方や障害福祉サービ

ス事業所などに対して実態調査を行う予定です。
この調査では、障がいのある方の障害福祉サービ
ス利用についての意向や、障害福祉サービス事業
所の利用者受け入れ拡大に必要な施策などの設問
を盛り込むこととしています。こうした調査以外
にも、関係団体との懇談などさまざまな機会を捉
えて、引き続き、重度障がいのある方を含め、障
がい当事者や事業所など、関係する方々の声の把
握に努めていきます。
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